A　市民協働でまちの賑わいをつくる施策
1. 国立駅周辺まちづくりについては、国立市長期計画100年の計の位置付けで進める。
1 まちづくり会議、まち育て部会等各部会のまとめを広く市民に公開し、
まちづくり会議の決定である「円形公園活用案」を基本に整備を進める。
2 市長のトップダウンに偏らないまちづくりとなるよう、基本設計・実
施設計の推進・維持管理等のマネジメントに関しては、市民参加で継続
的に行う。
2. 復原した駅舎の活用、フィルム・コミッション等観光、産業振興に関わることは、市民周知を図り、市民協働で行う。
3. 南部地域整備については、城山地区を拠点に、市民討議会での議論をふまえ、市民参加で行う。
4. 文教都市の伝統と文化を守り、「国立ブランド」を創出する意味からも、図書館、公民館については、財政面からの民営化を行わず、直営を堅持したうえで、市民参加・市民協働、市民文化醸成の拠点となる運営を行う。
B 次世代に手わたす環境・景観をつくる施策
1. 良好な景観と住環境を守るため、住民要望に応えられる高い専門性をもった職員を登用する。住民参画で「国立市まちづくり条例」を早急に制定する。同時に、容積率に大きな差がある用途境における紛争を未然に防ぐために、「絶対高さ高度地区」導入を進める。
2. 将来的な歳入増と地域防災、環境保全のためにも、国立市に合った持続可能な自然エネルギーの検討をすすめる（太陽光・太陽熱・小水力・風力など）。その上で「地域エネルギービジョン」を策定していく。小中学校をはじめ、公共施設への太陽光発電システム設置は、建替え時に優先的に設置していく。
3. 『緑の基本計画』に沿って緑保全に向けた積極的なアクションプランをすすめる。例えば、記念植樹や市民緑地制度のしくみを導入する。既存の保存樹木認定制度・損害賠償保険の市民への周知徹底とともに、市内の大木は伐採せず、緑の保全がすすむよう、補助の増額を検討する。また、景観形成条例に基づき、土地所有者には事前の届出制度を徹底させる。
4. 「城山さとのいえ」の運営については、広く公開で募集を行い、市民参加・　
市民協働の手法で行う。農業者と市民が一体となった農業・農地保全、し　　
ょうがいの有無、世代・性別を超えた地域の居場所づくり、観光拠点にも　　
つながる事業となる仕組み作りを行う。
5. 水、土壌、大気、農産物の放射能測定を継続し、市内に汚染物を持ち込まず　　
環境を守る仕組みをつくる。
　市内の産業廃棄物業者リストは、特定産廃処理施設として線量の高い放射性
廃棄物の搬入も可能となっている。基礎自治体への情報提供は任意に留まて 
いるため、市として、放射能拡散に不安を覚える多数市民がいる中、リスト
と日頃から連絡を密にし、廃棄物運搬に関する情報提供への協力を常に求め
ること。
6. 府中用水の通年通水が実現するよう、用水の使い途を明確にする。近隣市にも働きかけて、国に要請していく。用水は継続的に子どもたちの体験水田やビオトープで活用していき、小水力発電の検討をすすめる。また、地下水を公水と位置付け、地下水涵養をすすめるためにも、「地下水保全条例」を制定する。
7. EPR（拡大生産者責任）の促進を図り、家庭ごみの20％削減をめざすために、ごみの処理方法、処理費を市民に広く公開し、市民意識を啓発する。2R（リデュース、リユース）、生ごみ堆肥化を積極的に促進する。
8. 携帯基地局、廃棄物中間処理施設ほか環境に影響を与える施設の設置にあたっては、子ども関連施設の半径250m圏内には建てない、近隣住民の意見・要望を聞く等、環境保全と紛争防止のための要綱を作成する。
C 子どものいのちと権利を守る施策
1. 「子どもの権利条約」に則った「国立市子どもの権利条例」を制定し、「子どもの人権オンブズパーソン」を設置する。子どもに関わる全ての事業について、子どもの意見を聞き、子ども参加の拡大を進める。
2. 子ども同士の支え合いによるいじめの予防啓発・相談・救済機関「スクールバディ」をつくる「いじめ防止プログラム」を市内中学校全校で実施する。
3. さまざまなしょうがいを持つ子どもが切れ目のない支援の中で成長・発達できるよう乳幼児期から学齢期、若者に至るまでの切れ目のない支援体制とネットワークづくりを行う。保育カウンセラーによる保育園・幼稚園の巡回や、小中学校にはスマイリースタッフの適切な人員を配置する。また2013年度より国のモデル事業として行っているインクルーシブ教育については、委託金を十分活用し、福祉と教育の連携で行う。
4. 不登校、問題行動をはじめさまざまな児童・生徒の問題に対応するため、専任のスクールカウンセラーを各校に配置（常駐）し、学期ごとに相談件数・相談内容（児童・生徒の悩みや問題）をまとめ、学級担任の指導に役立つカウンセリングを進める。カウンセラー同士が横の連携で研鑽し合い、資質向上につとめる仕組みをつくると共に、外的要因解消のための調整役としてスクールソーシャルワーカーを配置する。
5. 貧困による教育格差をなくすために、子どもの実態調査を行い、放課後等の公的な学習支援を行う。受験生チャレンジ支援貸付制度などの情報伝達に努める。
6. HPVワクチン（子宮頸がんワクチン）については、重篤な副反応被害が多発している現状を鑑み、国の決定に関わらず、市として積極的な勧奨を控え、教育現場で効果とリスクの公正で十分な情報提供を行う。
7. 老朽化した学校給食センターの大規模改修、建て替えにあたっては、防災と食の安心・安全、さらに食教育の観点から安易な民営化を行わない。保護者参加で行ってきた学校給食センター運営審議会、物資納入選定委員会、献立作成委員会の歴史と実績をふまえ、直営方式を堅持する。学校施設建て替えの際には、自校式の可能性を模索する。
8. 小中学校・保育園の給食提供にあたっては、精度の高い食品放射能測定と情報公開を継続し、引き続き放射能汚染のない食材の調達につとめるとともに、国産、無添加、非遺伝子組み換え、無農薬・減農薬にこだわる厳しい基準を堅持する。
9. 子ども関連施設の大気・水・土壌について、定期的な放射能測定を継続する。放射線教育については、放射線の有効性に比重を置いた副読本だけでなく、リスクについても公正に伝える資料を用いて児童・生徒に被曝を避ける教育を行う。
10. 児童・生徒の居場所づくりのため、児童館・青少年担当を強化する。また、「放課後キッズ」の実施回数を週3回以上に増やし、児童・保護者の意見・要望を聞いたうえで地域の人材を活用し、内容と質を充実させる。
11. 城山公園のプレイパークはNPO、市民団体、学校、市民らと広く協働し、子ども参加・市民参加で内容を充実させ、持続的な運営を行う。
D 若者を支援し、持続可能な地域をつくる施策
1. 社会参加に困難を抱える若者（15歳〜39歳）に対し、安定的・継続的な支援を行えるよう、庁内に「若者支援」窓口あるいは「持続可能な地域づくり課」を設置し、NPOや市民団体と連携し、少子高齢社会を見据えた横断的なネットワーク構築を行う。
2. 切れ目のない若者支援を実現するために、教育委員会との連携を強化し、中学卒業までにキャリア教育を実施する。
3. 立川市他の「若者サポートステーション」と連携し、安定的な若者の就労支援、定着のための労働相談ができる体制をつくる。
E 女性の人権と平和を守る施策
1.すべての女性施策の基本理念として、男女平等推進条例を2014年度中に市
民参加で制定する。
2.DVを含む女性への暴力・性暴力防止・救済・支援のため、また、離婚や就 
職相談、ひとり親の問題等にワンストップで対応するため、庁内に女性相 
談窓口をつくり推進体制を整える。
3.若い世代のデートDVや性感染症が増えている現状をふまえ、性と生殖に関す
る健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス/ライツ）の視点から、中学校に専門的な外部講師を招き、適切な人権と性の教育を行う。
4. 避難所運営マニュアルづくりにおいては、運営リーダーとして女性の配置
を図り、女性と子どもの視点を盛り込む。防災会議等に女性の視点を入れ
る仕組みをつくる。
5. 災害時の二次的避難所（福祉避難所・協定施設）の拡充をすすめる。特に市内中央に位置する「東京都多摩障害者スポーツセンター」は、センターが協定を結ぶに当たってのメリットを提供しつつ、災害時の市民の利用・受け入れに関する協定をすすめる。
６.「戦争がない状態が平和ではなく、ひとりひとりが尊重され、安心して暮
らせる日常こそが平和である」という視点に立ち、26市の中でも最低に近 
い平和施策予算を見直し、「平和都市宣言」をしている市らしく、市民の平
和事業、平和・人権のための市民活動を支援する仕組みをつくる。
F 誰もが自分らしく働き、暮らすための施策
1．市内にある在宅療養支援診療所（８ヵ所）が機能しているのか実態調査を
し、各診療所の、特に夜間の往診状況を把握し、市民に診療所名と場所を　
周知するよう広報する。希望する人には、在宅で医療体制が取れるような
体制を整える。
2．認知症医療支援診療所に関する国（厚労省）のモデル事業が半年で終了し
たあとも、地域の中で検証するためのしくみづくりは続ける。内容につい　
ては市民に広報する。
3．要支援1、2の認定者がこれまで受けられていたサービスが、2015年４月　
より一部各自治体の地域支援事業に移るといわれている。その場合、実際　
に地域で活動するNPOやボランティアを支援する体制をつくる。
4．介護予防事業については、厚労省のHPで紹介している他自治体の効果的
取り組み事例を参考に、市民協働で積極的にすすめる。体操教室等を行っ
ている市民団体等を把握して、市民に広報する。「共に食べる」ことを中心
とした事業を地域で細かく行う。誰もが気軽に介護予防活動に参加できる
よう、さまざまな自主グループの立ち上げに向けて、きめ細やかなシステ
ムづくりを行う。
5．在宅介護のケアラーとの情報交換やピアサポートの仕組みづくりを強化す
る。ケアラーが孤立感を抱えず地域を支えあえる市独自の施策をすすめる。　
介護家族が中心の「くにたち在宅医療を考える会」などの市民グループへ
の支援を拡充する。
6．経済的事情で介護保険を利用できない人の実態調査をして、市独自の支援　　
のしくみをつくる。
7．高齢者食事サービスについては、定期的な試食会や利用者アンケート等を
行い、利用者のニーズを把握すると共に、食事・見守りサービスの質の向
上に寄与するしくみづくりをすすめる。
8．都営矢川団地の建て替えの進捗状況については、市民への情報提供をする
と共に市民意見を取り入れるしくみを作る。
創出用地に関しては世代を超えた地域福祉の拠点になるような工夫が必要である。東京都との協議を進める際には、市民意見を取り入れる。
9．UR富士見台団地の大規模改修事業について、団地内の意見だけでなく、
まちづくり全体の視点で一般市民にも情報提供をして、市民意見を取り入れ地域活性化へつなげるしくみをつくる。改修にあたっては、バリアフリーと耐震化の視点を重視する。
10．働く意欲があるが就職できない若者や、中年男女の雇用をすすめるため、「ビジテくにたち」の求人情報による雇用実績と課題を引き続きフォローして、市内企業と連携を図る仕組みを構築する。
11．障がい者の雇用促進に向けて、市内企業が障がい者法定雇用率を守って
いるか把握し、達成している企業を表彰するなど促進につとめる。
12．市内の高次脳機能障がい者の実態を把握し、障害手帳等の交付、就労支
援の相談に応じる体制をつくる。「高次脳機能障がい者と家族の会」への
引き続きの支援を行う。
13．試行運転中のミニワゴンの事業評価（ルート・利用人数・料金）を行い、
「地域交通計画」策定にあたっては、市民アンケート等利用者のニーズ調
査を行い、移動困難者や本当に必要な人が利用できる、きめ細やかなルー
トと交通手段、料金体系の確立に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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